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当社 IR サイトに掲示してある 5 月 9 日付け「決算説明資料」に沿ってご説明してまいります。 

まずは、今回の本決算の概略を申し上げます。 

3 ページ「決算ハイライト」をご覧ください。 
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2024 年度の業績は､上段の青いハコと数字の表に記載がありますように､ 

営業収益･営業利益・事業利益･経常利益･親会社株主に帰属する当期純利益の全てにおいて、 

前期比で｢増収｣｢増益｣かつ｢過去最高を更新｣するとともに、2024 年度の業績予想を上回る結果と 

なりました。 

過去最高の更新は、営業収益で 13 期連続、 

営業利益･経常利益･親会社株主に帰属する当期純利益で３期連続となります。 

また、事業利益についても、前期比で 525 億円の大幅増益となりました。 

 

下段の青いハコと数字の表に記載がありますように、 

2025 年度の業績予想も先に申し上げますと、営業収益が 2.7 兆円、事業利益は 4,250 億円、 

親会社株主に帰属する当期純利益は 2,600 億円を見込み、 

営業収益は 14 期連続で過去最高を更新、事業利益は 2 期連続、純利益は 4 期連続で 

過去最高益を更新する見込みです。 

 

続いて 4 ページをご覧ください。 
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2024年度の株主還元ですが、 

青いハコと数字の表に記載がありますように、1株あたり年間配当金につきまして、純利益が業績予想よりも

上振れたことを踏まえ、「＆ INNOVATION 2030」における配当性向35％程度に基づき、年30円から1

円増配の年31円とすることを決定いたしました。 

 

これをもちまして、2月7日に決定済みの自己株式の取得450億円と合わせて、 

2024年度の総還元性向は、親会社株主に帰属する当期純利益の52.7％となります。 

 

また、2025 年度の 1 株あたり年間配当金の予想ですが、純利益の目標 2,600 億円に対する 

配当性向 35%を目安とし、2024 年度から２円増配の年 33 円を予定しています。 

 

続いて､6 ページに掲載しているセグメント別利益の詳細表をご覧ください｡ 
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2024 年度実績においては、全てのセグメントの事業利益は、いずれも前期比で増益。 

特に、主要セグメントの「賃貸」「分譲」「マネジメント」「施設営業」において、 

それぞれ過去最高益を更新いたしました。 

各セグメントの主な増益等の要因は、上段の青いハコの中に概略を記載しておりますのでご覧ください。 

 

61 ページまでお進みください。 
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ここから詳細な決算の説明に入ります。まずは連結損益計算書です。 

2024 年度実績の営業収益ですが 2 兆 6,253 億円、前期に比べて 2,420 億、10.2%の増収 

となりました。 

営業利益に持分法投資損益と固定資産売却損益を加味した事業利益は 3,986 億円、 

前期に比べて 525 億、15.2%の増益、 

経常利益は 2,902 億円、前期に比べて 223 億、8.4%の増益、 

親会社株主に帰属する当期純利益は 2,487 億円、前期に比べて 241 億、10.8%の増益となりました。 

 

公表に対する達成率につきましては、右側に記載しております「公表との差異」のハコをご覧ください。 

2024 年度は、業績予想の上方修正を行っておりますが、この上方修正後の公表に対して、 

営業収益から純利益まで、いずれも公表を上回る実績で着地しております。 

また記載はございませんが、期初公表からの比較では、事業利益が 286 億円、 

純利益が 137 億円の増益となりました。 

次に、各セグメントの詳細の前に、ページ左側の一覧表に戻りまして、 

先に営業外損益以下の項目について触れさせていただきます。  
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まず、営業外損益についてご説明いたします。 

「持分法損益」は、前期に比べて 64 億円の減となりましたが、 

これは主に前期に計上したアジアの持分法適用会社における分譲事業利益の反動や、 

中国における分譲住宅の評価性の損失を取り込んだこと等によるものです。 

 

「純金利負担」は 793 億円と、前期に比べて 70 億円の増となっておりますが、 

業績予想でお示ししていた 790 億円とほぼ同等で落着いたしました。 

なお、対前期比での増加の主な要因は、円貨の金利上昇や為替変動等に起因するものです。 

さらに「受取配当金」や「その他営業外損益」を加味しまして、 

営業外損益全体ではマイナス 824 億円、前期に比べてマイナス 106 億円となっております。 

 

次に、特別損益について触れさせていただきます。 
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表の右上の「特別損益」のハコの中に記載がありますように、2024 年度実績の特別利益として、 

純投資目的の株式及び政策保有株式をあわせた投資有価証券売却益において 545 億円、 

固定資産売却益において 291 億円の計 836 億円を計上しています。 

 

このうち「政策保有株式」につきましては、長期経営方針「＆ INNOVATION 2030」で掲げた 

「2024 年度から 2026 年度の 3 年間で 50%縮減」の方針に対し、 

前期末時点の保有時価を基準として、約 23%の縮減を実現しております。 

 

固定資産の売却についても、長期経営方針「＆ INNOVATION 2030」で掲げた 

「固定資産・販売用不動産の聖域なき売却」の方針に基づき、 

横浜三井ビルディングなどを売却したものです。 

また、第３四半期決算における業績予想修正にてお示しさせて頂きましたとおり、 

特別損失として、減損損失 108 億円を計上しています。 

これは主に、事業方針の変更を行った国内の築古物件や本格稼働に時間を要している物件などにおいて、

物件の時価の見直しを行い、簿価との乖離額を減損損失として計上したものです。 
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続いて、ページ左側の一覧表の下の方をご覧ください。 

非支配株主に帰属する当期純利益として、2024 年度実績は 27 億円のプラス計上となっておりますが、 

こちらは主に米国における物件売却等に伴う損失の非支配株主への付け替え等によるものです。 

 

63 ページをご覧ください。 
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ここからは、セグメントの詳細について説明させていただきます。 

 

まず「賃貸」セグメントですが、ページ最上段に記載ございますように、 

2024 年度実績の営業収益は 8,723 億円、事業利益は 1,764 億円。 

前期に比べて 573 億円の増収、73 億円の増益となっております。 

この営業収益 8,723 億円、事業利益 1,764 億円は、ともに過去最高の更新となります。 

業績予想との対比では、第３四半期で事業利益を 50 億円上方修正し 

1,750 億円としておりましたが、それを 14 億円上回っての落着となりました。 
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「賃貸」セグメントにおける事業の状況は、ページ左側のコメント欄をご覧ください。 

2024 年度は、2022 年度に開業した東京ミッドタウン八重洲や 

英国オフィスなど国内外オフィスの収益･利益の拡大に加え、 

既存商業施設の売上伸長等により、前期に比べて大幅な増収･増益となりました。 

オフィスの空室率につきましては、ページ中段のハコをご覧ください。 

当社の単体首都圏オフィス空室率は、テナント様の入居が進捗したことにより、 

12 月末の 2.5％から 1.2 ポイント改善し、3 月末時点では 1.3％となりました。 

 

続いて、「分譲」セグメントにまいります。64 ページをご覧ください。  
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ページ最上段に記載がありますが、「分譲」全体で言いますと、 

2024 年度実績の営業収益は 7,580 億円、事業利益は 1,670 億円。 

前期に比べて 1,304 億円の増収、318 億円の増益となりました。 

 

内訳として、まず「国内住宅分譲」ですが、営業収益 4,135 億円、営業利益 964 億円。 

前期に比べて 991 億円の増収、466 億円の増益となっております。 

 

この主な要因は、左側のコメント欄に記載ございますように、「パークタワー勝どきサウス」 

「三田ガーデンヒルズ」の引渡しの進捗等によるものです。そのほかの主な計上物件は、 

ページ左側コメント欄の下のハコに記載しておりますので、ご確認ください。 

 

計上戸数でございますが、ページ中段に記載しておりまして、中高層･戸建あわせて 4,110 戸となり、 

前期に比べて 410 戸増加。 

戸当たり単価は、中高層･戸建あわせて平均約 1 億円となり、前期よりも約 1,500 万円強上昇しました。 
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足元の販売は依然変わりなく、好調な状況が続いています。 

ページ下段の完成在庫の表に記載がありますように、2024 年度末の完成在庫は、 

中高層が 32 戸、戸建が 22 戸と、中高層と戸建を合計しても 54 戸でして、 

引き続き過去最低水準の在庫数となっております。 

また、記載はございませんが、国内住宅分譲全体の営業利益率は 23.3％となっております。 

 

ページ上段を再びご確認ください。 
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続いて、「投資家向け･海外住宅分譲等」でございます。 

営業収益 3,444 億円で前年同期比 312 億円の増収となりました。 

そして、事業利益の実額ついては、投資家向け分譲等の営業利益 464 億円と、 

持分法投資損益および固定資産売却損益の合計の 241 億円を加算した 706 億円となりました。 

 

前年同期比ベースで申し上げると、投資家向け分譲等の営業利益が前年同期比 357 億円の減、 

持分法投資損益および固定資産売却損益の合計は前年同期比 209 億円の増と、 

合算した事業利益では前年同期比 147 億円の減益となっております。 

 

2024 年度は、固定資産である「横浜三井ビルディング」や、「Otemachi One タワー」の一部の 

持分売却など、固定資産・販売用不動産をトータルで捉えた資産回転の加速により物件売却が進捗す

る一方で、前期に高利益物件を売却した反動やお伝えしておりました通り海外における物件売却等に伴う

損失の計上などにより、前期比で増収・減益となりました。 

 

続いて、「マネジメント」セグメントにまいります。65 ページをご覧ください。 
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このセグメントは、建物の管理受託や貸し駐車場事業であるリパークビジネスを中心とした 

「プロパティマネジメント」、法人･個人の仲介事業や当社関連リート等のアセットマネジメントなどで構成される 

「仲介･アセットマネジメント等」に分類されます。 

 

ページ最上段をご覧ください。 

「マネジメント」全体で言いますと、 

2024 年度実績の営業収益は 4,862 億円、事業利益は 716 億円。 

前期に比べて 234 億円の増収、53 億円の増益となっており、収益･利益ともに過去最高を更新しており

ます。 

業績予想との対比では、第３四半期で事業利益を100億円上方修正し、700億円としておりましたが、

それを 16 億円上回っての落着となりました。 

 

このセグメントの状況について、内訳をお伝えします。 
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まず、「プロパティマネジメント」です。 

こちらは、営業収益が 3,614 億円、事業利益が 384 億円。 

前期に比べて 143 億円の増収、微減益となっております。 

主な要因は、リパーク（貸し駐車場）における前年同期比での稼働向上の一方で、 

システム関係費用が増加したこと等によるものです。 

 

次に、「仲介･アセットマネジメント等」です。 

こちらは、営業収益が 1,248 億円、事業利益が 331 億円。前期に比べて 90 億円の増収、54 億円の

増益となっております。 

主な要因は、リハウス（個人向け仲介）における取引単価向上や 

当社関連リート等の AUM の拡大などによるものです。 

 

続いて、「施設営業」セグメントにまいります。66 ページをご覧ください。 
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「施設営業」全体で言いますと、2024 年度実績の営業収益は 2,240 億円、事業利益は 386 億円。 

前期に比べて 295 億円の増収、122 億円の大幅な増益となりました。 

業績予想との対比では、第３四半期で事業利益を計 50 億円上方修正し、 

350 億円としておりましたが、それを 36 億円上回っての落着となりました。 

こちらの要因は、ページ左側のコメントに記載ございますように、 

ホテル･リゾートの ADR が大幅に上昇したことや、 

東京ドームにおける稼働日数･来場者数の増加等によるものです。 

 

収益の内訳をみると「ホテル・リゾート」の営業収益が 1,621 億円と前期に比べて 215 億円の増収。 

東京ドームシティを中心とする「スポーツ･エンターテインメント」の営業収益が 619 億円と前期に比べて 

80 億円の増収となっており、どちらも増収していることがお判りいただけると思います。 

 

続いて、「その他」セグメントですが、67 ページをご覧ください。 
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「その他」セグメント全体で言いますと、 

2024 年度実績の営業収益は 2,846 億円、事業利益は 65 億円。 

 

三井ホームにおける新築請負事業の利益率向上や、 

三井デザインテックにおけるオフィス・ホテルなどの大型案件の受注等により、 

前期に比べて 13 億円の増収、24 億円の増益となっております。 

 

続いて、参考として、「海外事業」をご説明しますので、68 ページをご覧ください。 
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「海外事業利益」合計につきましては、 

2024 年度実績は 272 億円となり、前期に比べて 278 億円の減益となっております。 

なお、海外事業利益は、会計上 3 か月の期ズレをもって取り込んでいるため、 

2024 年度の数字は、海外でいうところの 2024 年 1 月から 12 月の動きを反映しております。 

 

「賃貸」セグメントは、公租公課の増加や前年同期の物件売却の影響等がある一方で、リーシングの進捗や 

為替影響等による増収・増益効果により、前期に比べて 258 億円の増収、21 億円の増益となりました。 

 

「分譲」セグメントは、前期に計上した米国における大型物件の売却益の反動減や、 

米国の賃貸住宅の売却等に伴う損失、中国の分譲住宅における評価性の損失を計上した影響などで 

377 億円の減収、298 億円の減益となりました。 

 

「マネジメント･施設営業等」のセグメントは、ハワイのハレクラニ等のホテル事業における RevPAR の 

改善の一方で、経費の増などにより、32 億円の増収、1 億円の減益となりました。 
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続きまして、69 ページをご覧ください。 

続いて BS の説明に移らせていただきます。 

ページ左側、最下段に記載がありますが、2024 年度末の資産残高は 9 兆 8,598 億円となり、 

前期末比で 3,703 億円の増加となりました。 

この資産残高の増加分のうち、8 割となる 2,840 億円が為替変動による増加影響です。 

 

次に 70 ページをご覧ください。 
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主だった投資回収などの増減要因をお伝えします。 

まず左上の表「販売用不動産」の残高ですが、2 兆 5,007 億円となり、前期末から 1,254 億円の増加

となっております。 

新規投資が 6,074 億円、原価回収が 5,612 億円、その他 為替影響などの要素で 792 億円。 

優良な投資機会に恵まれたことで結果的に投資超過とはなりましたが、 

資産回転の加速により、期初お示しした通り回収が例年よりも高い水準となりました。 

数字の内訳についてはご覧の通り、 

三井不動産が 136 億円の Net 回収増、 

三井不動産レジデンシャルが 606 億円の Net 投資増、 

三井不動産アメリカは 268 億円の Net 回収増、 

英国三井不動産は 378 億円の Net 投資増 

となっております。 

 

続いてページ左下をご覧ください。 
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「有形・無形固定資産」の残高ですが、4 兆 7,074 億円となり、 

前期末から 3,018 億円の増加となっております。 

こちら投資回収の主だったものは右下のコメントに記載しております。 

シニアレジデンスである「パークウェルステイト西麻布」や「ららぽーと安城」などの建築投資などを含めまして、 

「新規投資」で 3,627 億円、その一方で「減価償却」が 1,405 億円、為替影響などの要素を加味した

「その他」で 796 億円の増加を織り込み、Net で前期末比 3,018 億円の増加となりました。 

 

また、「負債の部」でございますが、ページ右上をご覧ください。 

こちら、2024 年度末の有利子負債残高は、4 兆 4,160 億円となり、 

前期末から 143 億円の減少となっております｡ 

為替変動による増加分 827 億円の一方で、 

パークタワー勝どきの分譲入金、OtemachiOne タワーや横浜三井ビルの一部持分の売却などにより 

回収が進み、前期比で減少となりました。 

 

69 ページにお戻りください。 
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右下をご覧いただくと記載ございますように、 

2024 年度末の DE レシオは 1.40 倍、自己資本比率は 31.9%となっております。 

 

また、期末決算ですので、賃貸等不動産の時価評価の見直しを実施しております。 

78 ページをご覧ください。 
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上段の表をご覧いただきますと、 

2024 年度末の時価が 7 兆 4,927 億円ということで、簿価との差額、 

つまり「含み益」は 3 兆 6,855 億円、前期末から 3,165 億円の増加となっております。 

 

この増加の要因ですが、鑑定評価のキャップレートに変化はなく、 

主に、「ららぽーと安城」の新規竣工や、 

今年度に第４期増床を予定している「三井アウトレットパーク 木更津」等の 

竣工物件の積み上がりや為替影響等によるものです。 

 

74 ページまでお戻りください。 
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次に、2026年3月期の業績予想について、詳細をご説明させて頂きます。 

2025年度の事業利益は、2024年度比263億円の増益の4,250億円、 

当期純利益は同じく112億円増益の2,600億円を見込んでおります。 

 

この業績見通しにおいては、当社物件のなかには、コロナ禍における人々の行動変容の影響や、 

高止まっている金利・Cap Rateなど経済金融環境の変化の影響を未だに受けている物件があること、 

また、昨今の米国の関税政策などが今後の世界経済・金融環境に与える不確実性があること等を踏まえ、 

資産回転などに伴うリスクバッファーとして、一定の損失を織り込ませて頂いておりますが、 

右側ハコにコメントございますとおり、好調な国内住宅やマネジメント、 

施設営業セグメントにおける更なる収益・利益の伸長を織り込み、 

売上高、事業利益、親会社株主に帰属する当期純利益は、いずれも過去最高を更新する見込みです。 

 

次に内訳を申し上げます。 

  



2025 年 3 月期決算 ネットカンファレンス 説明要旨 

25 

 

 

まず「賃貸」セグメントですが、 

「ららぽーと安城」「三井アウトレットパーク マリンピア神戸」をはじめとする国内商業施設の新規開業・増床や、 

「東京ミッドタウン八重洲」などによる賃貸収益の増加があるものの、 

米国賃貸物件における竣工に伴う費用増や資産回転に伴う利益影響を織り込み、セグメント全体では、 

営業収益 9,400 億円、事業利益 1,750 億円と 2024 年度と同程度の水準を見込んでおります。 

なお、当社の単体首都圏オフィス空室率の見通しについては、 

引き続き低水準で推移すると見ており、期末の空室率は 2％程度となる見込みです。 

 

「分譲」セグメントは、 

国内住宅分譲における都心・高額・大規模な物件の計上による利益率の向上や、 

投資家向け分譲における販売用不動産･固定資産をトータルで捉えた資産回転の加速により、 

営業収益 7,100 億円、事業利益 1,900 億円と大幅な増益を見込んでいます。 

 

このうち「国内住宅分譲」については、75 ページの左側のハコをご覧ください。 
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中高層･戸建あわせて、合計 3,200 戸の計上を予定しており、 

営業収益 4,400 億円、営業利益 1,100 億円と、 

2024 年度比で 264 億円の増収、135 億円の増益を見込んでいます。 

営業利益率も 2024 年度比で 1.7 ポイント上昇した 25.0％と、昨年度の過去最高を更に更新した利

益率を見込んでおります。 

 

物件の中身といたしましては、2024 年度と同様、都心･高額･大規模物件を中心とし、 

戸あたり単価の上昇や個別物件の販売好調に伴う利益率の改善等が期待されます。 

なお、記載はございませんが、中高層の計上予定 2,800 戸に対する現在の契約進捗率は、 

既に 88.4％と、昨年度 期初時点の計上予定戸数に対する契約進捗率 84.4％よりも 

更に高い水準であり、また過去の歴史を遡ってみても、近年で最も高い期初時点･契約進捗率となってお

ります。 

以上から、2025 年度の業績予想の達成確度の高さをご推察頂ければと思います。 

また、現在も当社のランドバンクは 26,500 戸を確保済みであり、都心･大規模･再開発物件を 

中心として、今後も中長期的に安定した利益を計上し続けることが可能と考えております。 
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「投資家向け分譲等」については、 

先ほど申し上げた資産回転などに伴うリスクバッファーとして、一定の損失を見込みつつも、 

安定･継続的な「賃貸利益」と「分譲利益」との両輪での成長を意識しつつ、 

継続的な資産回転を通じた効率性の改善にむけて、今年度も販売用不動産と固定資産の売却を実行し、 

付加価値の顕在化に努めてまいります。 

 

74 ページにお戻りください。 
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まずは、「マネジメント」セグメントです。 

こちらは、住宅管理戸数の増加や、施設売り上げの拡大による 

マネジメントフィーの増加などを織り込み、営業収益は 5,000 億円、事業利益は 750 億円と、 

2024 年度比で増収･増益を見込んでいます。 

 

「施設営業」セグメントは、ホテル･リゾートにおける旺盛な需要を背景とした更なる収益･利益の拡大や、 

東京ドームにおけるバリューアップ施策を通じた収益改善効果等を織り込み、セグメント全体の営業収益が

2,400 億円、事業利益が 450 億円と、2024 年度比で増収･増益を見込んでおります。 

 

続いて「その他」セグメントですが、セグメント全体の営業収益は 3,100 億円、事業利益は 50 億円を 

見込んでおります。 

 

最後に純金利負担ですが、2024 年度と同程度の 800 億円と設定しております。 
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纏めますと、 

2025 年度の営業収益は 746 億円増収の 2 兆 7,000 億円。 

事業利益は 263 億円増益の 4,250 億円。 

経常利益は 52 億円減益の 2,850 億円。 

親会社株主に帰属する当期純利益は 112 億円増益の 2,600 億円を見込み、 

営業収益、事業利益および親会社株主に帰属する当期純利益は、 

いずれも過去最高を更新する見込みです。  
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なお、冒頭４頁でも申し上げましたが、 

2025 年度の 1 株あたり年間配当金の想定につきましては、 

2024 年度の年 31 円から２円増配して年 33 円を予定してまいります。 

内訳は中間配当 16.5 円、期末配当 16.5 円の予定です。 

 

続いて、投資の部分です。再び 75 ページにお進みください。 
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右側の表をご覧ください。 

2025 年度の有形・無形固定資産の投資額は、国内の開発投資を中心として、 

2,000 億円を見込んでおります。 

また、2025 年度の販売用不動産につきましては、 

投資額 6,300 億円に対して原価回収 4,900 億円を見込んでおります。 

 

これらを踏まえまして、2025 年度末の有利子負債残高の想定は、 

4 兆 6,000 億円を予定しております。 

 

最後に、以上ご説明させていただいたことの「まとめ」となりますが、 

グループ長期経営方針「＆INNOVATION2030」の定量指標についての進捗等ついて、 

ご説明するページを新設しておりますので、8 ページをご覧ください。 
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成長性指標である EPS 成長率につきましては、 

2023 年度の予想純利益 2,200 億円ベースでの EPS 78.5 円を基準として、 

そこから 2026 年度末までの３年間の CAGR で年 8％以上の EPS 成長目標を掲げておりますが、 

初年度となる 2024 年度の実績としては 89.3 円と 13.7％の成長となりました。 

2025 年度の純利益目標 2,600 億円を前提とした EPS は約 94 円を見込んでおりますので、2025 年

度末までの２年間の CAGR で年 9.6％の EPS 成長を見込んでおります。 

 

また、効率性指標である ROE につきましては、2024 年度は 8.0％でした。 

2023 年度は 7.5％でしたので、0.5pt の改善となっております。 

2025 年度は純利益の成長に伴い、8％台前半を見込んでおり、 

2026 年度の目標である 8.5％以上に向けて、着実に改善しております。 

 

PL につきましては、既にご説明のとおり、事業利益・純利益ともに、 

2026 年度の定量目標達成に向け、順調に進捗しております。 
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BS のうち有利子負債については、2024 年度は 4 兆 4,160 億円で落着し、 

2025 年度の業績予想は 4 兆 6,000 億円と見込んでおります。 

国内外の投資進捗により、2025 年度は若干増加する見込みを立てておりますが、 

2026 年度の 4 兆 5,000 億円程度を目途に引き続き、BS コントロールを継続してまいります。 

 

D/E レシオについては、2024 年度は 1.4 倍で落着し、2025 年度も同等の 1.4 倍台を 

見込んでおりますとおり、目標の 1.2～1.5 倍程度の範囲内で推移しております。 

投資有価証券のうち、政策保有株式については、先ほどご説明させて頂いたとおり、 

2024 年度時点で 23％まで縮減を進めましたが、2025 年度も引き続き縮減を継続し、 

累計で 40％程度まで縮減を進めてまいります。 

 

そして、キャッシュアロケーションについては、11 ページをご覧ください。 
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左側に＆INNOVATION でお示しした３か年累計の想定を記載しておりますが、 

2024 年度の実績は右側表のとおりとなっております。 

キャッシュイン・キャッシュアウトともに約 1.1 兆円と計画に対し１/3 の進捗、 

それぞれの項目においても大体 1/3 と順調に進捗していることがご覧いただけるかと思います。 

 

現在、米国の通商政策の影響により、金融・経済環境が目まぐるしく動いておりますが、 

日本の不動産マーケットを中心として、当社が本業とする不動産の足元のファンダメンタルズは 

堅調に推移しているものと認識しております。 

引き続き、国内外の金融・不動産環境の動向を注視しつつ、今回お示しした業績予想の達成、および

「＆ INNOVATION 2030」で掲げる各種 KPI の達成に向けて、 

全社グループを上げて鋭意推進してまいります。 

 

説明は以上となります。 


